　　　　　　　 水島地区計装共通認定協議会　運営要領

２０１６年　１２月　１９日改訂版

１．目的

　　本制度は、工事会社の工事施工ミスの防止、責任施工の強化、工事の効率化及び工事品質向上を

　　目的として運用していくものである。

２．適用範囲

　１）対象会社範囲

　　（1）対象会社は、共通認定協議会(以下「協議会」と略す)に入会している会員会社のみとする。

［会員会社の種別］　（）内は2015年12月現在の会員会社数（詳細は「別紙-1」参照）

・ユーザー会員会社（4社）：水島地区内のユーザー会員会社

（ユーザー幹事会社は、1年毎の持ち回りとする。）

・元請会員会社   （10社）：水島地区内の元請会員会社で、以下の２つに区分する。

元請Ａ会員会社（5社）：協議会発足当時より参加している元請会員会社

（元請幹事会社は、2年毎の持ち回りとする。）

元請Ｂ会員会社（5社）：元請Ａ会員会社以外の元請会員会社

・地区外認定制度運営会社(以下「地区外会社」と略す)

※原則、各地区の運営要領に従い協議会を運営するため、「１５．地区外会社での認定制度運営について」の事項のみ適用し、その他の項目については、適用範囲外とする。
　２）対象認定範囲

（1） 対象技術認定は以下の６項目とする。

1． 耐圧パッキン施工士

2． ケーブル端末処理士

3． 解・結線士

4． ガスケット装着士

5． チュービング施工士

6． 銅管施工士

　　（2）認定項目の追加／削除は、協議会で審議し合意が得られた場合に認める。

　　　　 認定項目追加の場合、追加項目の発意会社が認定要領書を作成する。

　３）認定対象工事範囲

　　（1）ユーザー会員会社内で認定対象作業を行う場合は、共通技術認定の者のみが作業を行うことが出来る。

３．認定試験

認定試験は、元請会員会社いずれか一社の協議会責任者又は、責任者の任命した者

　　（基本的に協議会の担当者、以下「認定試験官」という）が行う。尚、会員会社の認定
試験官の要件等については、１２項の「会員会社の認定試験官について」に定める。

　　よって、下請会社１社の認定者を複数の元請会員会社で採用する場合も、元請会員会社いずれか１社で認定することにより他の元請会員会社で認定者として採用することを認める。

４．合格者の認定

　１）元請会員会社で試験を実施し合格者を共通技術認定の認定者とする。

　　　認定した元請会員会社は認定者名簿を作成し、会員会社各社へ電子データで送付する。

　　　名簿はマイクロソフト社Ｅｘｃｅｌファイルとする。

　　　名簿のマスター管理はユーザー幹事会社にて取り纏める。

　　　認定者には認定を行った元請会員会社毎に認定番号を付けて管理する。

　　　　認定番号：ＣＫ－０５－００１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　番号：年通し番号

　　　　　　　　　　　　　　　発行年：２００５年

　　　　　　　　　　　　認定会社番号　　

· 千代田システムテクノロジーズ：ＣＳ
· 栗原工業　　　　　　　　  　：ＫＵ

· 旭国際テクネイオン　　　　　：ＫＯ

· 高田工業　　　　　　　　　　：ＴＫ

· 三興工事　　　　　　　　　　：ＳＫ

· アナテックサービス　　　　　：ＡＴ

· アズビル　　　　　　　　　　：ＹＡ
· ミナト計装　　　　　　　　　：ＭＫ

· 大豊産業　　　　　　　　　　：ＴＳ

· 四国計測工業　　　　　　　　：４Ｋ

　　　（認定者名簿の原紙は、別紙－２　参照）

５．有効期限

　　共通技術認定の有効期限は２年後の１２月までとする。

　　（２００５年２月認定の人は、２００７年１２月まで有効となる。）

　　スポット入場者で既に認定されている者については、元請にて入場前に追加教育を実施する。

６．認定者証明

　１）認定者名簿

　　　個人の認定有無の確認は、認定者名簿で行う。

　　　認定者名簿の管理はユーザー会社で行う。（元請会社には写しを配布。）

　　　各元請会員会社は、新たに認定した場合は認定者名簿の写しを協議会に入会する全ての会社へ送付する。また認定者変更の有無に係わらず認定者名簿の写しを毎年1月と7月に全会員
会社へ送付する。

　２）認定ワッペン

　　　共通技術認定の認定者認定ワッペンを配布するので、ヘルメットにワッペンを貼り付ける。現場作業での認定者確認はこのワッペンで確認する。

　　　＊認定者でもヘルメットにワッペンのない者は該当作業を行うことが出来ない。

　　　＊元請会員会社は、他者の認定ワッペンが貼り付いたヘルメットを作業員に貸与しないこと

＊認定者が、ヘルメットの交換等の事由によりワッペンの再交付依頼した場合は、元請会員会社で認定者名簿により資格の有無・有効期限を確認し再交付する。

　　　　（認定ワッペンは、別紙－３　参照）

　　　＊認定ワッペンの手配及び購入は、その事由が発生した時点のユーザー幹事会社が行う。
７．責任区分

　　共通技術認定に伴うトラブルが発生した場合は、対象ユーザー会員会社と対象元請会員会社で対応する。

　　共通技術認定の内容については全会員会社で打合せを行い決定する。

　１）トラブル発生時の対応

　　　トラブル発生時はユーザー会員会社から全会員会社に状況を連絡する。

　　　ユーザー幹事会社は全会員会社に打合せの招集を行い、対応を検討する。

　　

８．資料について

　１）資料作成

　　　共通認定の資料作成、器具等については全て元請会員会社で手配、作成する。

　　　資料作成は項目別に担当会社を決めて作成する。

　　　元請会員会社は定期的に会合を開催し、進捗状況、内容の確認等を行う。

　　　資料完成後、協議会として会合を開催し、全会員会社からの承認を得て完成とする。

　２）費用負担

　　　材料、器具等の費用についてはユーザー会員会社にて全額均等負担することとする。

　　　材料、器具等を購入・製作する場合は、ユーザー会員会社に見積書を提出し、承認後手配すること。

但し、資料作成、設計、認定試験にかかわる人件費については元請会員会社の負担とする。

　３）公開の制限

　　　資料のうち施工基準および試験問題は協議会以外に公開してはならない。

施工基準および試験問題以外については公開の詳細ならびに意義を明らかにし全会員
会社の同意を得ることで公開できるものとする。

上記の合意は電子メールによる確認も可とする。

ただし公開先での転載および改定は禁止する。

９．定期見直し

　１）会員会社は定期的に会合を開催し、認定方法、試験方法等について見直しを行う。

　　　定期会合の日程等については幹事会社にて決定する。

　　　定期会合は１回／年とし、毎年１２月で計画する。

　
２）ユーザー会員会社が新規に入会した場合及びユーザー会員会社の施工基準が変わった場合には、都度見直しを行う。

１０．ユーザー会員会社都合による協議会非加入施工会社作業者の委託認定

　１）ユーザー会員会社は、工事品質確保を目的として協議会非加入の施工会社作業員について各
元請会員会社に対し、委託認定を依頼できるものとする。

　２）ユーザー会員会社は、委託認定を依頼する場合に認定試験に係る経費を依頼先会社に支払うものとする。経費は、教育・試験を行う毎にかかる基本料と受験人数に比例する手数料を合算したもとし、科目毎に算出する。

　　　　　　　　　基本料　：　１５,０００円／回

　　　　　　　　　手数料　：　　５,０００円／人（チュービングの場合）

　　　　　　　　　　　　　　　　３,０００円／人（チュービング以外の場合）

　３）委託認定による認定者は、元請会員各社における通常の認定者と同等に扱う。（適用範囲や有効期限、認定番号、認定名簿への記載等）

１１．協議会への新規入会

　１）ユーザー会社の新規入会

　　　ユーザー会社の新規入会については、全会員会社の過半数の賛成を得て入会を認める。

　　　但し、入会可否の評価には、下記事項を十分に考慮すること。

　　　（1）協議会入会会社においては、協議会で定める認定範囲の作業は、当該作業の認定者で実

 　　　　　施しなければならず、協議会元請会員会社に工事発注できる体制が整っていること。

  （ベンダーリストの提出、あるいは協議会元請会社へ発注可能な体制の確認）

　　　（2）入会後も継続的に協議会に参加し、協議会の発展に寄与できる会社であること。

　　※ユーザー会社の新規入会には、特別な技術・技能の評価は要求しない。

　２）元請会社の新規入会

　　元請会社の新規入会については、下記要件を満足することによりＢ会員として入会を認める。

　　　尚、次のステップを満足することを前提とする。

・下記の(1)～(9)を満たし、ユーザー会員会社より推薦されること。

　　　（1）ユーザー会員会社にて、計装工事を継続的に施工していること。

（2）協議会の発足及び活動の意義を正しく認識した上で、会社として協議会に参画する

　　　　　 意思がある事。

　　　（3）共通技術認定制度の認定要領を理解し、継続維持できる事。

　　　（4）認定試験官が複数名在籍し、今後も維持できる事。

　　　　　 尚、上記の認定試験官とは、下記条件に当てはまる者とする。

　　　　　 ①計装工事監督業務で、５年以上の経験・実績のある者。

②本協議会制度の主旨、目的（心構え）を十分に理解していること。

　　　　　 ③各対象技術認定について、認定者と同等以上の知識・技術および実技採点能力を
　　　　　　 認定科目毎に有していること。

　　　（5）共通認定項目の試験用設備を有し、維持できる事。

（トルクレンチアナライザー等、その他資機材）

　　　（6）協議会のメンバーとして、会議及び検討会に必ず参加できる事。

　　　（7）継続的に共通技術認定制度に対する問題提起、改善提案ができる事。

　　（8）元請Ａ会員会社により審議し、入会資格ありと認められること。

　　　　 入会資格の判断材料は、事前提出のプレゼン資料による。

（9）協議会会合において、自社プレゼンを行い入会資格ありと認められること。
　　　　　　全会会員会社の８０％以上の賛同を得ること。
　　　　プレゼンの内容は、下記の(1)～(8)の項目を満たすこと。
（1） 水島での工事実績および、監督者の工事実績(計装工事)
（2） 認定協議会への参加理由
（3） 社内に既存する技能・技術認定について(科目と内容の概略)
（4） 認定試験官の現状評価レベルと今後の育成計画
（5） 工事の実施体制の中で技量認定者の技量評価を行える体制にあるか
（6） 認定試験器具等の準備状況
（7） 技量認定項目に関する施工不良事例などの社内教育訓練の実施状況
（8） 認定試験官及び作業員の技量維持への取り組み（アピール）

　　　・入会の可否は、なるべく早く下記の経路で推薦ユーザー会員会社より元請会社へ連絡する。
（1）ユーザー会員会社は入会の可否を、ユーザー幹事会社へメールで連絡する。

（2）元請会員会社は入会の可否を、元請幹事会社へメールで連絡する。
（3）各幹事会社は票の取り纏めを行い、賛成○票・反対○票として協議会に入会する全ての会社にメールにて連絡する（この時、賛成反対の会社名を明記しない）。
（4）推薦ユーザー会員会社は、入会の可否を元請会社に連絡する。

３）新規入会の元請会員会社については、認定試験官による認定試験実施状況を推薦ユーザー会員会社及び元請Ａ会員会社が査察を行い、技術・知識の確認を行う。

（1） 時期は初回の認定試験時とする。

認定試験を行う被査察元請会員会社は、全会会員社に試験実施予定・科目・日時・場所を連絡のこと。

（2） 査察委員は推薦ユーザー会員会社の計装担当者及び被査察会社を除く元請Ａ会員２社
以上の認定試験官で編成する。
査察に参加する会社は、事前に各幹事会社へ査察者人数を連絡すること。

各幹事会社は、前日までに被査察会社へ査察者人数の連絡を行うこと。

また、推薦ユーザー会員会社以外のユーザー会員会社及び元請Ｂ会員会社の査察は任意とする。

参加する場合は各幹事会社に参加人数を連絡のこと。

（3） 査察委員は査察結果を被査察会社へ当日報告すると共に協議会へ後日報告する。

 　　　　　万一、被査察会社が上記要件を満たしていないと評価した場合、協議会から是正を指示することができる。

（4） 是正を受けた場合は、是正措置後再査察を行うものとする。

（5） 被査察会社は、査察結果が合格となるまで作業者を認定してはならない。

１２．会員会社の認定試験官について

　１）認定試験官の要件

　　　認定試験官は元請会員会社の協議会責任者、又は責任者の任命した者とし下記の条件を
満たしていること。

　　　（1）計装工事監督業務で、５年以上の経験・実績のある者。

（2）本協議会制度の主旨、目的（心構え）を十分に理解していること。

　　　（3）各対象技術認定について、技術認定者と同等以上の知識・技術および実技採点能力を　

　　　　　 認定科目毎に有していること。

　　　（4）「水島コンビナート地区共通認定協議会教育資料」に基づく教育を受けていること。

　２）認定試験官の名簿

各元請会員会社の協議会責任者は、自社の認定試験官名簿を作成し、認定試験官に変更があった場合は、各会員社へその写しを送付すること。

１３．技術維持

　　　認定範囲でのトラブル・問題が発生した場合は、定例会にて相互に報告し、協議会として対応

　　　を決定する。又、協議会の臨時招集も行う。

１４．協議会からの退会

　１）ユーザー会員会社の退会

　　　別途ユーザー会社にて決定

　２）元請会員会社の退会
元請会員会社の退会については、下記要件に該当し、退会該当会社以外の協議会会員会社すべてが賛同することにより退会とする。
　　・自社にて退会を希望する場合

・共通認定制度が運用されていない場合(２年間で認定者がいない)

　　・協議会の運営要領に著しく意に反した場合

　　・協議会の施工基準に著しく反した場合
・認定制度実施で、不正が発覚した場合

　　・ユーザー会員会社での計装工事実績が乏しい場合

　　　また、ユーザー会員会社で継続的に計装工事が行われていない場合

　　・協議会で開催する会議及び検討会を無断で、欠席した場合

　　・公序良俗に反した場合

１５．地区外会社での認定制度運営について
１）全般
　　原則として、水島地区外における認定試験制度は、下記の内容を参考に該当地区毎に運営要領を定め、それに従い運営する。

２）地区毎の運営要領に最低限要求すべき事項

(1).対象認定範囲：地区毎に対象とする技術認定範囲が定められていること
(2).認定対象工事範囲：原則、上記(1).対象認定範囲の作業を行う場合は、認定者のみが行うことが規定されていること
(3).有効期限：技術認定の有効期限が設定されていること（原則、2年後の12月）

(4).認定者名簿の管理が規定されていること
(5).認定ワッペン：有資格者が容易に識別できるよう認定ワッペンを作成し、技術認定に合格した者のヘルメットに貼り付けること
※水島地区のワッペンと明確に区別出来るデザインとする
(6).公開の制限：「８．3)公開の制限」に従う。
(7).認定試験官の要件と名簿の管理：「１２．会員会社の認定試験官について」に準じ、明確に定めること。
(8).トラブル発生時の対応：「１３．技術維持」に従う。
３）地区外会社の新規入会について
　　(1).協議会の発足、活動の意義を理解し、賛同した上での入会希望であれば、原則入会を認める。

(2).上記(1)の理解度、賛同の意思確認は、ユーザー・元請会社双方ともに新規会社の場合に限り、入会希望会社による自社プレゼンにより、水島地区会員会社が確認する。

プレゼン内容は、１１．2)(9)項の元請Ｂ会員会社が入会時に行うプレゼン内容に加え、認定制度運用までのスケジュール説明とする。
４）水島地区協議会の役割・支援
(1). 地区外会社からの要請により、地区毎の運営要領、及び施工基準・認定試験問題の作成支援と確認を行う。（資料提供を含む技術支援）
(2).認定試験実施に関し、以下の支援を行う。
・地区外からの要請があった場合、初回の認定試験時に立会いを行い、技術・知識確認と助言を行う。

・地区外会社の要請により、１０項に従い委託認定を行う。

但し、この場合は教育・試験に必要な資料・資材・器具等の準備、委託元請事務所、及び試験会場は、委託認定を依頼する会社が準備することを基本とする。

また、費用は、１０．2)項の基本手数料に加え、旅費・交通費等の経費を合算して、都度算出する。
※認定試験・施工基準は、地区毎に差異があると考えられるため、各地区の認定試験官が試験を行うことを基本とする。委託認定は各地区の運営が軌道に乗るまでの暫定的な運用とする。
(3).協議会として得た施工技術に関する情報（協議会会合の議事録等）を地区外会社へ提供する。

５）地区外会社の退会
地区外会社の退会については、ユーザー会員会社は　１４．１）項のユーザー会員会社の退会に、元請会員会社は　１４．2)項の元請会員会社の退会に準じるものとする。
６）その他

(1). 地区外会社及び水平展開先担当者の水島地区会議等への参加は必須としないが、水島地区からの要請が有った場合等、適宜運営状況についての報告を行う。（電子メールによる報告で可）
(2) 協議会会員会社及び地区外会社は地区間の情報の共有化を目的に、４）(3)による情報提供の他、相互に有効性がある情報の発信に努めるものとする。
(3).水島地区(水島登録の試験官により水島の試験資料で受験、合格した者)以外の認定者は、水島地区ユーザー会員会社内での認定対象作業の認定士資格を無効とする。

(4).水島地区会員会社以外が、社内ツールとしてユーザーを介さず単独運用することは、原則として認めない。

１６．水島地区会員会社の水平展開について

水島地区会員会社が他の地区へ水平展開する場合は、水島地区による制限を設けない。

但し、新規参入会社に対しては、水島地区会員会社の同意を得て資料の開示を認める。
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